
１ 講演会等の開催

「最近の郵便事業における技術開発動向について」北海道郵政局（３月３日）

「平成１１年度経済・金融見通し」九州郵政局（３月５日）

「マルチメディアと町おこし」沖縄嘉手納町マルチメディア講演会（３月８日）

「郵便事業の動向等」中国郵政局（３月９日）

「デジタル化に伴うテレビの将来動向」近畿電気通信管理局講義（３月１５日）

「経済の仕組み等について」中央郵政研修所特別講話（３月１６日）

「経済指標の見方」四国郵政研修所特別講話（３月１６日）

「平成１１年度経済・金融見通し」中国郵政局（３月２４日）

「平成１１年度経済・金融見通し」近畿郵政局（３月２５日）

「経済記事を読むにあたって必要な知識」郵政大学校特別講話（４月６日）

「経済予測の考え方、概論」郵政大学校講義（４月６日）

「マーケット予測の考え方」郵政大学校講義（４月１３日）

「設備投資に関する予測」郵政大学校講義（４月２７日）

２ 広報活動

�１ P–sat放映

「郵便の地域間交流」

「月例経済・金融概観の解説」

�２ 新聞・雑誌等への掲載

「PROPRIETARY INFORMATION NETWORKS AND THE SCOPE OF THE FIRM： The

Case of International Courier and Small Package Services in Japan」

（EMERGING COMPETITION IN POSTAL AND DELIVERY SERVICES）

「中小企業の借入負担が景気回復の重荷に」（郵政３月号）

「ESCB（欧州中央銀行制度）とECB（欧州中央銀行）」（かんぽ資金３月号）

「１１月の地域経済指標の総合的な動き」（かんぽ資金３月号）

「郵便切手類沿革史」（郵政３月号）

「公的資金注入」（かんぽ資金４月号）

「１２月の地域経済指標の総合的な動き」（かんぽ資金４月号）

「欧米主要国における不正アクセス法制度の概要」（情報通信ジャーナル１９９９．４）

「二次元バーコード技術の郵便業務への適用」（郵政４月号）

「逓信記念日」（郵政４月号）

�３ 刊行物等の発行

�１ 郵政研究所月報

郵政研究所の研究成果をまとめたもの。毎月初旬に発行。
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�２ 郵政研究所研究叢書

「わが国公的金融の役割」（４月２０日）

�３ 単行本

「情報政策法ネットワーク社会の現状と課題」東洋経済新報社（３月１８日）

�４ ディスカッションペーパー

「地域通信事業の生産性」（４月）

�５ NEWS BRIEF（経済指標解説）（随時発行）

�６ IPTPトピックス（金融経済解説）（適宜発行）

�７ IPTP WEEKLY MARKET SCOPE

週単位の経済・金融動向見通しを毎週月曜日に発行。

�８ IPTP MONTHLY MARKET SCOPE

月単位の経済・金融動向見通しを毎月下旬に発行

３ 学会等への参加

「地域通信事業の効率性の計測」『公益事業研究』（１９９８年№３）

「モデル分析に基づく郵便区分輸送形態の最適化�２」OR学会（３月２３日）

４ 国際コンファランスの開催

「ファイナンシャルリテラシーの時代―明日の個人金融市場―」経団連会館（３月１２日）

５ ていぱーくの特別展

「郵便少年 横尾忠則展」（４月２９日（木・祝）～５月１６日（日））

「情報通信・放送等の初夏の特別展」（５月２２日（土）～６月１３日（日））
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